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1.はじめに

私は、教職に就いて今年20年を迎える。まず、京都府立高等学校で採用を受け、3年

赴任した後、京都教育大学附属高等学校に着任した。教職20年といえば中堅の域であろ

うが、僅か教職4年目で公立を退職し、家庭科専任教官が1名である国立の附属高等学校

に赴任し、最初の数年は他の研究会にも参加せず過ごしたことを振り返ると中堅などとは

鳥薪がましい思いである。

幸いなことに、京都府立高等学校では、早期から、男女共習「家庭一般」4単位を実施

しており、その3年間に得たものは大きく、附属高等学校着任当初、まだ、女子のみ必修

の「家庭一般」にも、共習の内容を生かして授業を行った。とはいうものの、まだまだ知

識.技術を身につけていかなければならない時期で、夏の文部省(当時)の主催する研修

会では不安を覚え、他校の取り組みを学びたいという思いから、京都府立高等学校家庭科

研究会に参加させて頂き、現在も研修会や実践発表会で交流を行って得てきたものを、附

属高等学校の家庭科教育に取り入れている。

しかし、ひとりでは、教科教育について共同・協力作業はおろか、日常の些細な相談で

すらできない。ましてや、本校のような中規模校では、分掌・クラブ指導に加えて各種委

員会などの様々な校務を日々こなさなければならず、時間をかけて大規模な教材開発を行

うことには限界がある。よって、京都府立高等学校での男女共習家庭一般を基盤に、資料

や書籍からの知識を教材に追加し、少しずつ改良していくことで、本校の家庭科教育を行っ

ていった。

2.大学との連携

大学とは、附属着任当初より多少の交流をもっていたが、当時は大学院もなく、小・中

学校を中心とした交流であった。本格的な交流は平成7年度からである。目的は、 "一貫

性を考慮した家庭科カリキュラム"を作成するということで、本大学家庭科教育の教授を

中心に、小・中・高附属学校家庭科教諭の計8名で研究を行った。　当時、 「生きる力」

を育む教育の必要性を打ち出されている中、もともと「生きる力」を問い続けてきた家庭

科教育が、それぞれの時代の中で果たしてきた役割を客観的に評価すると同時に、時代の

変化には関係なく根本的に果たさなければならない役割について考えていく必要性を感じ

た。そこで、まず小・中・高それぞれの学習者像を明確にし、そこに共通する基本的概念
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と目標の観点により構成された基本カリキュラムを作成するものであった。このように、

大学教官を中心に、一般公立校では難しい小・中・高の`縦〝の連携は、附属ならではの

特色である。現在も、生徒の自己評価など継続的に研究をし、実践交流を行っているo

更に、平成1 2年度より、京都教育大学の研究体制が改革され、 「附属教育実践研究指導

センター　家庭科分科会」から「附属教育実践総合センター　家庭科分科会」と変更され

た。それまでは、家庭科教育の教授との交流が比較的多く、上記のような研究を行ってき

たが、改革を境に、この分科会は大学家政科の殆どの教授と各附属学校の家庭科教諭全員

によって構成され、現在は、主に各附属学校の実践報告をもとにして、題材の継続性や適

時性について意見交換をしたり、各分野の教授より専門的なアドバイスや知識を頂くなど

の交流を年5 ・ 6回行っている。

今回は、このような交流の深まる中で、大学と附属高等学校の交流実践報告を2つした,

い。正確に言えば、教授の指導を受けている大学院生により組み立てられた高等学校家庭

科の授業の実践である。 1つ目は、平成1 2年4月に実施した、 「保育」分野の導入であ

る。 2つ目は平成13年5 ・ 6月に実施した「住居」分野全体である。ひとりではなかな

か思いつかなかったり、新しい教材作成のための労力・時間を費やすことが困難であった

りする状況の中、大変価値のある交流と考える。

3.実践報告

(1)保育

①経過

平成1 2年1月頃、大学教授より依頼があった。内容は、大学院教科教育専攻家政

教育専修の学生の修士論文「我になるための教育」に関する研究において、調査をし

たいということであった。附属高等学校の家庭科カリキュラムでは、 「保育」分野は

2年生の1 2月頃の予定ではあったが、その内容は導入に使えると考え承諾した0

実施に際しては、家庭科教師が行うと先入観や不必要な知識を与えて調査の趣旨を曲

げてしまうおそれもあるため、院生本人が行うことになった。 4月までの間に数回、

事前・事後アンケートや調査項目について意見交換を行い、 4月に2年生の授業を各

クラス2時間分ずつ提供した。もちろん家庭科教師も立ち会い、生徒を観察したり、

邪魔をしない程度に支援をした。

②実施

内容は、 「親になること」 「子どもを育てること」を学ぶ上で、どのような学習方

法が有効かを考察して、定位家族を振り返る方法と将来の創造家族を考える方法の相

違した迫り方で、それぞれの方法が学習者の意識にどのような違いをもたらすかを研

究するものであった。前者には、 (マイストーリー) (資料1)といって、物語りに

従って自分自身を振り返りながらワークシートを完成させていくもので、後者は、
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(はじめての育児日記) (資料2)で男女ペアになって一緒に創造しながら親になっ

たつもりでワークシート上の子育てをするものであった。

院生は、修士論文という研究の目的で生徒に実施した内容だが、附属高等学校家庭

科にとっても、 「保育」の課題を考えさせるための導入となる。これまで保育分野の

導入は、近年に発生した事件を話題にし生徒達に考えさせることが多かったが、この

ように自分を振り返らせたり、男女が協力して親の立場となって考えさせたりするこ

とで、より身近に感じさせられることができる。

③生徒の反応

4月、実施前に大学との連携・調査の目的などを、家庭科教師と院生から生徒達に

説明する。教育実習慣れをしているせいか、生徒はすぐに対応することができた。振

り返りは、出生当時の話を聞くことがあまりないのか、苦労していた。ペアの方は恥

ずかしがりながらも楽しんで創造していた。共に、ワークシートを完成していくにつ中

れて、 「子ども」や「親」について様々なことを感じ、考えたようである。

実際の授業は、 1 2月であり、大体の調査結果を院生から聞き、更に4月を振り返

りながら授業を進めたが、次回は「親になること」の直前の導入に利用したい。

(2)住居

①経過

平成1 3年1月頃、またもや大学教授より依頼があった。大学院で住居学を専攻し

ている院生の開発した教材を、授業で実施してみて欲しいというものであった。附属

高等学校の家庭科では、今まで「住居」領域を他の額域の中で扱ってはきたが、独立

させて「住居」を年間計画に組み込んでいなかった0 -からのスタートである。以前

より「住居」領域を取り入れようと考えてはいたが、いざ実行となるとどのように扱

うべきか思案していた。これは、 「住居」に取り組むよいチャンスであると考えた0

3 ・ 4月に授業の目的を確認し、院生と共に、住居に関する学習を行い、院生が作

成した指導案を再度検討した。 (資料3　抜粋)

実施は2年生全クラスで、 5 ・ 6月に各9時間を設定した。最終的には、コンピュ

ータを使用して小規模住宅に家具を配置するという演習を行うものである。　そのソフ

ト開発や操作マニュアル(資料4　抜粋)は院生が作成した。

また、演習の評価も院生が行った。

②実施

コンピュータ演習に至るまでの6時間の授業は、院生の作成した指導案をもとに家

庭科教師が実施する。 6時間の内容は、主に「住生活の成り立ちとその変遷」 「住ま

い方」について、プリントや資料を用いて座学で行う。コンピュータはWo r dを使

い、 2時間で演習内容(資料5)や操作の説明(資料6)をした後、実際コンピュー

タを便用いて演習を行った。　最後の1時間は、演習の目的と評価方法について、その
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要点を振り返りながら解説するものであった。

③生徒の反応

初めの6時間の座学授業は、普段の授業スタイルとほぼ同じであったが、コンピュ

ータ授業になると、 Wo r dによる簡単な操作であったこともあり、目を輝かして取

り組んでいた。特に、コンピュータの好きな生徒は、指定された家具の他に独自で作

成した家具も酢置したり、色付けや模様付けを行ったりもし、全員が楽しみながらも

目的にあった住居の学習ができたようである。後に聞いたコンピュータ学習について

の生徒の反応は、 -もう一度したい" "他の額域でもコンピュータを取り入れて欲し

い"　というものであった。

4.利点と課題

先に述べたように、ひとりでの教材開発が困難な中、若い院生の発想は私にとっては大

きな種となる。その教材に、改良を加えたり、用いる時期を考慮したりすることで、家庭

科教育に新たな展開ができる。特に、コンピュータを利用した授業は、残念ながら自分の

力だけではできない。今回、院生は本校のコンピュータのために、かなりの努力・工夫を

してくれた。このような力強い協力者に恵まれたことは、幸運かもしれない。

しかし、この2例には共通する課題がある。大学院の修士論文のための調査であったり、

演習であるため、どうしても実施時期が1学期となる。その年の1月頃に依頼を受け、承

諾するには、本校の家庭科教育年間計画を変更しなければならない。本校では、生徒の年

齢と、取り扱う教材の内容や時期を考慮して年間計画を立てているが、必要とあれば多少

の変更はやむを得ないのかもしれない。更に、院生による調査・演習の分析結果の発表も、

その年度は翌年3月(修論発表会)となり、題材を取り扱う期間内に間に合わず、家庭科

教師自身が独自の評価を行い、院生による分析を利用することができない。

また、 「住居」のように院生の指導案に基づいて授業を展開する場合、大学教授や院生

(専門)の思いと高等学校家庭科教師の思いとが一致しなければ、実際授業を展開する家

庭科教師が矛盾や疑問を途中で抱いてしまうことになる。事前に相互の検討をしっかり行

うことの重要性を感じた。

今回までには無かったが、教材や分野によっては、生徒の実態を踏まえて慎重に対応し

ていかなければならないものも、今後あるであろう。

5.おわりに

大学と附属学校とが連携するということは、大学にとっても教授・学生の研究や院生の

修士論文のための調査・演習が実践できるという利点があり、附属高等学校にとっても、

教材開発の良き協力者を得るという利点がある。言わば、 "一石二鳥"のような関係であ

ろう。
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お互い、思いは相違する場合もあるであろうが、協力して実践して行くためには、常々の

交流の大切さを実感している。　たまたま、私自身が本学出身で、家庭科教授とは以前から

面識があったことも大きいが、本学の`附属教育実践総合センター　家庭科分科会'で、

小・中・高の実態を報告し、課題となる点を大学教授や校種の異なる家庭科教師の様々な

見地で分析するという交流があってこそ、今回のような実践が可能となったのである。

・現在、家庭科部会では、大学と附属学校の更なる交流を深めるための検討を行っている。
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